
改
正
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
シ
リ
ー
ズ
①

Ｑ
．定年

年
齢
が
６
５
歳
に
引
き
上
げ
ら
れ
る

そ
う
で
す
が
？

平
成
１
８
年
度
以
降
、
段
階
的

Ａ
．

に
６
５
歳
ま
で
の
定
年
の
引
き

上
げ
、
継
続
雇
用
制
度
の
導
入

等
の
対
応
が
必
要
と
な
り
ま
す

昨
年
は
年
金
改
革
法
が
国
民
の
大
注
目
を
集
め
る
中

参
議
院
で
可
決
成
立
し
ま
し
た
。
こ
れ
ほ
ど
国
民
、
マ

ス
コ
ミ
が
注
目
し
て
成
立
し
た
年
金
改
革
法
も
過
去
あ

り
ま
せ
ん
で
し
た
。
そ
の
陰
で
、
企
業
に
と
っ
て
は
そ

れ
以
上
に
重
要
な
法
案
が
成
立
し
て
い
ま
す

『
高
年

。

齢
者
等
の
雇
用
の
安
定
等
に
関
す
る
法
律

（
以
下
「
高

』

年
齢
者
雇
用
安
定
法
」
と
い
う
）
の
改
正
が
、
昨
年
６

月
５
日
可
決
成
立
、
１
２
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ
ま
し

た
。
本
改
正
は
年
金
改
革
法
以
上
に
企
業
に
与
え
る
影

響
が
大
き
い
も
の
と
予
想
さ
れ
ま
す
。
こ
の
高
年
齢
者

雇
用
安
定
法
の
改
正
の
背
景
に
は
①
少
子
高
齢
化
社
会

の
到
来
に
よ
る
労
働
力
不
足
、
②
年
金
支
給
開
始
年
齢

の
６
５
歳
シ
フ
ト
等
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
こ
れ

ら
と
相
ま
っ
て
企
業
年
金
（
退
職
金
）
問
題
も
２
０
０

、

。

７
年
以
降

今
現
在
以
上
に
顕
在
化
さ
れ
る
で
し
ょ
う

企
業
の
高
齢
者
雇
用
対
策
は
こ
れ
ら
を
一
連
的
に
捉
え

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
今
回
は
改
正
の
概
要
を
取
り
上

げ
ま
す
。

改
正
点
そ
の
①

【
６
５
歳
ま
で
の
定
年
の
引
き
上
げ
、
継
続
雇
用
制
度

の
導
入
等
の
義
務
化
】

、

６
５
歳
未
満
の
定
年
の
定
め
を
し
て
い
る
事
業
主
は

そ
の
雇
用
す
る
高
年
齢
者
の
６
５
歳
（
注
１
）
ま
で
の

安
定
し
た
雇
用
を
確
保
す
る
た
め
、
左
記
の
い
ず
れ
か

の
高
年
齢
者
雇
用
確
保
措
置
を
平
成
１
８
年
４
月
か
ら

講
じ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

①
定
年
の
引
き
上
げ

②
継
続
雇
用
制
度
の
導
入

③
定
年
の
定
め
の
廃
止

（
注
１
）

こ
の
年
齢
は
、
年
金
（
定
額
部
分
）
の
支
給

開
始
年
齢
の
引
き
上
げ
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
あ
わ
せ
、
平

成
２
５
年
４
月
１
日
ま
で
に
段
階
的
に
引
き
上
げ
て
い

く
も
の
と
す
る
。
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改
正
点
そ
の
②

【
解
雇
等
に
よ
る
高
年
齢
離
職
予
定
者
に
対
す
る
求
職

活
動
支
援
書
の
作
成
・
交
付
の
義
務
化
】

事
業
主
都
合
の
解
雇
等
に
よ
り
離
職
す
る
こ
と
と
な

っ
て
い
る
高
年
齢
者
等(

４
５
歳
以
上
６
５
歳
未
満)

が

希
望
す
る
と
き
は
、
そ
の
職
務
の
経
歴
や
職
業
能
力
等

キ
ャ
リ
ア
の
棚
卸
し
に
資
す
る
事
項
や
再
就
職
援
助
措

置
等
記
載
し
た
書
面(
求
職
活
動
支
援
書)

を
作
成
し
、

交
付
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

改
正
点
そ
の
③

【
労
働
者
の
募
集
及
び
採
用
の
際
、
年
齢
制
限
す
る
場

合
の
理
由
提
示
の
義
務
化
】

事
業
主
は
、
労
働
者
の
募
集
及
び
採
用
を
す
る
場
合

に

「
や
む
を
得
な
い
理
由
」
に
よ
り
上
限
年
齢
（
６

、
５
歳
未
満
の
も
の
に
限
る

）
を
定
め
る
場
合
に
は
、

。

求
職
者
に
対
し
て
そ
の
理
由
を
提
示
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

改
正
点
そ
の
④

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
が
行
う
一
般
労
働
者
派
遣

【
事
業
の
特
例

】

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
が
届
出
（
労
働
者
派
遣
法

の
特
例
）
に
よ
り

「
臨
時
的
か
つ
短
期
的
又
は
軽
易

、

な
就
業
」
に
関
す
る
一
般
労
働
者
派
遣
事
業
を
行
う
こ

と
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

ポ
イ
ン
ト

高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
の
改
正
は
、
以
上
４
項
目
か

ら
成
り
立
っ
て
い
ま
す
が
、
企
業
の
実
務
的
対
応
と
し

て
重
要
な
の
は
、
改
正
点
そ
の
①
に
尽
き
ま
す
。
労
使

の
契
約
の
根
幹
に
関
わ
る
部
分
で
す
か
ら
、
自
社
の
方

針
・
雇
用
環
境
等
を
総
合
的
に
考
慮
し
て
運
用
可
能
な

対
応
を
取
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
他
６
５
歳
継
続

雇
用
に
関
連
す
る
雇
用
保
険
の
継
続
給
付
、
厚
生
年
金

の
老
齢
給
付
の
効
果
的
活
用
は
、
企
業
の
継
続
雇
用
の

コ
ス
ト
を
少
な
か
ら
ず
低
減
し
て
く
れ
ま
す
。
中
小
企

業
に
お
い
て
は
、
こ
れ
ら
諸
制
度
を
上
手
く
活
用
す
る

こ
と
が
実
務
的
対
応
の
ポ
イ
ン
ト
と
な
る
で
し
ょ
う
。

今
後
、
改
正
点
そ
の
①
を
中
心
に
そ
の
他
関
連
諸
制
度

の
仕
組
み
、
事
例
、
留
意
点
を
数
回
に
わ
た
っ
て
概
説

し
て
い
く
予
定
で
す
。


